
教
育
基
本
法
関
連 

五
月
二
十
三
日
午
後
五
時
に
衆

議
院
事
務
総
長
宛
に
「
日
本
国
教

育
基
本
法
案
」
を
提
出
い
た
し
ま

し
た
。
会
期
を
一
ヶ
月
残
す
の
み

の
四
月
二
十
八
日
に
政
府
自
民
党

が
提
出
し
た
「
教
育
基
本
法
改
正

案
」
を
受
け
、
連
休
を
挟
ん
で
党

内
で
取
り
ま
と
め
、
合
意
を
得
た

法
案
で
す
。
党
教
育
基
本
問
題
調

査
会
座
長
の
西
岡
元
文
相
が
中
心

と
な
り
、
表
２
に
あ
る
よ
う
に
、

「
日
本
を
愛
す
る
心
を
涵
養
（
水
が

自
然
に
染
み
込
む
よ
う
に
、
無
理
を
し
な
い
で
ゆ

っ
く
り
と
養
い
育
て
る
こ
と
）
」「
宗
教
的
感

性
の
涵
養
」
な
ど
を
明
記
し
た
上

で
、
昨
年
末
ま
と
め
た
民
主
党
の

憲
法
提
言
、
今
年
四
月
に
衆
議
院

に
提
出
し
た
「
民
主
党
の
行
政
改

革
関
連
法
案
」
で
、
そ
の
骨
子
と

し
た
「
補
完
性
の
原
理
」
を
基
本

的
に
踏
襲
し
た
も
の
で
す
。 

「
補
完
性
の
原
理
」
と
は
Ｅ
Ｕ

（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
連
合
）
も
、

そ
の
政
策
の
基

本
に
置
く
「
住

民
に
身
近
な
行

政
は
市
町
村
が

担
い
、
都
道
府

県
や
国
が
そ
れ

を
補
う
」
と
い

う
も
の
で
す
。

い
わ
ゆ
る
「
愛

国
心
」
を
国
が

押
し
付
け
な
い

た
め
の
大
切
な

原
理
で
す
。
ま

た
、
「
国
は
最

終
的
な
責
任
を

有
す
る
」
「
教

育
行
政
は
地
方

自
治
体
の
長
が

行
う
」
「
学
校

運
営
理
事
会
を
置
く
」
「
地
域
と

学
校
の
連
携
」「
幼
児
・
家
庭
・
職

業
・
社
会
・
政
治
・
情
報
教
育
」

な
ど
が
主
な
項
目
で
す
。
五
十
九

年
ぶ
り
の
改
正
ゆ
え
に
徹
底
審
議

を
求
め
て
い
き
ま
す
。 

医
療
制
度
改
革
法
案 

政
府
与
党
強
行
採
決
！ 

政
府
与
党
は
五
月
十
七
日
の
衆

議
院
厚
生
労
働
委
員
会
に
お
い
て
、

「
医
療
給
付
費
の
抑
制
」
と
い
う

財
政
主
導
の
「
医
療
制
度
改
革
法

案
」
に
つ
い
て
の
委
員
会
審
議
を

一
方
的
に
打
ち
切
り
、
「
医
療
制

度
崩
壊
の
危
機
」
に
対
し
て
何
ら

解
決
策
を
示
す
こ
と
な
く
、
強
行

採
決
し
ま
し
た
。
言
語
道
断
で

す
！
民
主
党
の
が
ん
対
策
基
本
法

案
の
審
議
に
応
じ
な
い
ば
か
り
か
、

高
齢
者
は
二
千
五
百
億
円
の
負
担

増
に
つ
な
が
る
内
容
。
自
由
診
療

を
よ
り
認
め
る
こ
と
で
「
医
療
の

格
差
」
も
拡
大
す
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
ま
す
。
無
保
険
者
が
増
え
る

こ
と
は
厚
生
労
働
大
臣
も
認
め
て

い
る
か
ら
で
す
。 

あ
わ
せ
て
、
年
金
の
未
納
率
を
下

げ
る
た
め
に
全
国
十
九
の
社
会
保

険
事
務
所
が
本
人
の
同
意
を
得
な

い
ま
ま
勝
手
に
「
免
除
」
し
た
こ

と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
大

阪
府
だ
け
で
三
万
七
千
人
、
全
国

で
は
五
万
七
千
人
以
上
が
不
正
免

除
さ
れ
た
こ
と
が
発
覚
し
て
い
ま

す
。
こ
の
数
が
今
後
増
加
す
る
こ

と
は
必
至
で
す
。 

年
金
保
険
料
で
ゴ
ル
フ
ボ
ー
ル

を
購
入
す
る
な
ど
社
会
保
険
庁
の

不
祥
事
を
正
す
た
め
に
ト
ッ
プ
に

民
間
人
を
据
え
た
「
総
理
の
民
間

人
採
用
」
が
「
未
納
率
の
偽
装
」

に
繋
が
っ
た
の
で
す
。
ま
さ
に
「
見

せ
か
け
の
改
革
」
「
や
っ
た
ふ
り

の
改
革
」
こ
こ
に
極
ま
れ
り
！ 

現
内
閣
は
末
期
症
状
を
呈
し
て

い
ま
す
。
速
や
か
な
交
替
を
求
め

ま
す
。
そ
し
て
、
来
年
の
地
方
自

治
体
選
挙
、
参
議
院
選
挙
に
臨
む

民
主
党
に
ご
期
待
く
だ
さ
い
！ 

         
  

 現行法 政府提出の改正案 民主案 

前文 

個人の尊厳を重んじ、普

遍的にして個性ゆたか

な文化の創造を目指す

教育を普及徹底 

個人の尊厳を重んじ、

公共の精神を学び、伝

統を継承し、新しい文化

の創造を目指す 

日本を愛する心を涵養

し、祖先を敬い、他国や

他文明を理解し、新た

な文明の創造を希求 

教育

の 

目的 

平和的な国家及び社会

の形成者として、個人の

価値をたっとび、自主的

精神に充ちた国民の育

成 

平和的で民主的な国家

及び社会の形成者とし

て必要な資質を備えた

心身ともに健康な国民

の育成 

民主的で文化的な国

家、社会及び課程の形

成者たるに必要な資質

を備え、心身ともに健や

かな人材の育成 

教育の 

目標・ 

方針 

学問の自由を尊重し、

自発的精神を養い、文

化の創造と発展に貢献

するように努める 

伝統と文化を尊重し、

我が国と郷土を愛する

とともに、他国を尊重す

る態度を養うこと 

※条項なし 

宗教 

教育 

宗教に関する寛容の態

度及び宗教の社会生活

における地位は尊重し

なければならない 

宗教に関する一般的な

教養及び宗教の社会生

活における地位は尊重

されなければならない 

宗教的感性の涵養及び

宗教に関する寛容の態

度を養うことは、尊重さ

れなければならない 

教育 

行政 

教育は、不当な支配に

服することなく、国民全

体に対し直接に責任を

負って行なわれるべくも

のである 

教育は、不当な支配に

服することなく、この法

律及び他の法律の定め

るところにより行われる

べくもの 

地方公共団体が行う教

育行政は、その施策に

民意を反映させるもの

とし、その長が行わなけ

ればならない 

衆議院議員 

たけまさ公一 
Takemasa Koichi プロフィール 
▼ 昭和３６年生まれ。さいたま市立木崎小、木崎中、県立

浦和高、慶応義塾大学法学部政治学科卒。松下政経

塾（５年間）卒塾。 

▼ 平成７年、埼玉県議会議員初当選。平成１１年、埼玉県

議会議員２期目当選。 

▼ 平成１２年「国政・新時代！」を掲げ、衆議院議員選挙

に初当選。平成１５年、１７年連続３期当選（小選挙

区）。 

▼ 衆議院では、外務委員会筆頭理事、民主党では選挙対

策委員長代理、次の内閣（＝ＮＣ）外務総括副担当、埼

玉県連幹事長。 

 


